






















































































































































































































































  ・4月～ 7月：日本語の基礎的な知識とスキルの習得に集中する段階
  ・9月～ 11月前半：基礎的な日本語力の養成と試験対策を並行して進める段階
  ・11月後半～1月：大学の勉学で求められるアカデミック・スキルを中心とする段階
図2　階段状に組み込む3つのねらい
基礎的な日本語 　　　　試　験 対　策　 アカデ
　　ミック・スキル


























 　　　 【日本語】     　  【日本事情】
＜クラスの特性から見た連携＞



































































































































































































































































































































































 テーマがおもしろかった ／ みんなが興味を持てるテーマで日本の現状も理解できた
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安田芳子・小川小百合（2000）「大学教育の目標から見た『日本事情』教育」『21世紀の「日本事情」』
第2号  pp. 66‒76
日本学生支援機構（JASSO）HP　http://www.jasso.go.jp/index.html
日本語教育振興協会HP　http://www.nisshinkyo.org/index.html
 1 日本学生支援機構HPによると，学部教育課程の講義が英語で行われ，日本語の学習を義務付けない
大学は3校である。http://www.jasso.go.jp/study_j/schinfo.html（2006年4月閲覧）
 2 学校間の個別の協定等により，海外の高校からの推薦入学を実施している大学がある。また，文科
省の政策として「日本留学試験」（注5を参照）を利用した渡日前入学許可制度も奨励されているが，
これを実施している大学は2006年2月現在60校にすぎない（JASSO HP）
 3 日本語学習を目的として来日する外国人学生が安心して日本語を学習できるよう，日本語教育機関
（日本語学校）の質的向上を図るため，文部科学省，法務省及び外務省から設立許可を受け1989年
に設立された団体。一般の日本語教育機関のうち，「留学」または「就学」の在留資格が得られるのは，
日本語教育振興協会の認定校だけである
 4 約6割の機関が当該大学への入学が「望ましい」としている（JASSO留学情報センター）
 5 日本の大学等で必要とする日本語力及び基礎学力の評価を行うことを目的とする試験。これまで多
くの大学が受験を義務づけていた「日本語能力試験」と「私費外国人留学生統一試験」（2001年12
月をもって廃止）の二つの試験に代わる試験で，2002年より実施。利用率は，国立大学97％私立大
学46％である（2005年10月現在，JASSO HP）。
 6 「総合科目」では，日本の大学での勉学に必要と考えられる現代日本についての基本的知識，および
近現代の国際社会の基本的問題について論理的に考え判断する能力が測られる。具体的には，政治・
経済を中心として地理，歴史の3分野から総合的に出題される。
 7 約4分の3の機関が週当たり15コマを超える授業時数である。一方，一般教育機関は午前・午後の二
部制をとっているところが多い。
 8 「日常生活の中で出会うさまざまな問題や課題に，自分で，創造的でしかも効果ある対処のできる能
力」WHO
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 9 Brintonら（1989）は，大学生を対象とした内容重視の第二言語教育のプログラムとして，1）
theme-based，2）sheltered，3）adjunctの3つの形態を提起している。詳しくは岡崎（1994）を参
照のこと。
